
第２１回堺市中心市街地活性化協議会 次第

                   
日時 平成３１年２月１日(金) 午後２時から                      

場所 ダイワロイネットホテル堺東 １階会議室

１．開  会

２．会長挨拶

３．案  件

議 案   第１号  堺市中心市街地活性化協議会規約の一部改正について

第２号  堺市中心市街地活性化基本計画の変更について

          （中心市街地の活性化に関する法律第 15 条第 9 項に基づく

堺市中心市街地活性化基本計画変更案に定める事項についての意見）

報告事項   第１号 堺市中心市街地活性化協議会幹事会規程の一部改正について

第２号 堺市中心市街地活性化協議会幹事会幹事の指名について

その他   中心市街地での事業について

（１）「堺東駅南地区市街地再開発事業」

（２）「市民交流広場整備事業」

（３）「市民会館建替え事業」

（４）「大浜北町市有地活用事業」

（５）「大浜体育館建替え（武道館併設）事業」

（６）「博愛ビル活用事業」

４．閉  会



資料リスト

○第２１回堺市中心市街地活性化協議会 次第

○配席表

○議案書

・第 1 号 堺市中心市街地活性化協議会規約の一部改正について

堺市中心市街地活性化協議会規約 新旧対照表

   ・第 2 号 堺市中心市街地活性化基本計画の変更について

堺市中心市街地活性化基本計画 新旧対照表

       

○報告事項資料

・第 1 号 堺市中心市街地活性化協議会幹事会規程の一部改正について

堺市中心市街地活性化協議会幹事会規程 新旧対照表

・第 2 号 堺市中心市街地活性化協議会幹事会幹事の指名について

○その他資料  

中心市街地での事業について

・「堺東駅南地区市街地再開発事業の概要」

・「市民交流広場整備事業の概要」

・「市民会館建替え事業の概要」

・「大浜北町市有地活用事業の概要」

・「大浜体育館建替え（武道館併設）事業の概要」

・「博愛ビル活用事業の概要」

○参考資料

・資料 1  堺市中心市街地活性化協議会名簿（平成 30 年 6 月 22 日現在）

・資料 2  堺市中心市街地活性化協議会名簿（平成 31 年 4 月 1 日予定）

・資料 3  堺市中心市街地活性化協議会規約（平成 31 年 4 月 1 日予定）

・資料 4  堺市中心市街地活性化協議会幹事会名簿（平成 31 年 1 月 10 日現在）

・資料 5  堺市中心市街地活性化協議会幹事会名簿（平成 31 年 4 月 1 日予定）

・資料 6  堺市中心市街地活性化協議会幹事会規程（平成 31 年 4 月 1 日予定）
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議 案 第 １ 号

堺市中心市街地活性化協議会規約の一部改正について

堺市中心市街地活性化協議会規約の一部を次のように改正する。

第１条を次のように改める。

（協議会の設置）

第１条 中心市街地整備推進機構（堺市住宅供給公社）、堺まちづくり株式会社

及び堺商工会議所は、中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９

２号。以下「法」という。）第１５条第１項の規定に基づき、共同で中心市街

地活性化協議会を設置する。

第５条を次のように改める。

（協議会の事務所）

第５条 協議会の事務所は、堺市堺区中瓦町２丁３番１８号堺まちづくり株式

会社内に置く。

第６条を次のように改める。

（協議会の構成員）

第６条 協議会は、次の者をもって構成する。

(1) 中心市街地整備推進機構（堺市住宅供給公社）

(2) 堺まちづくり株式会社

(3) 堺商工会議所

(4) 堺市

(5) 法第１５条第４項 第１号及び第２号に規定する者

(6) 前各号に掲げるもののほか、協議会において特に必要があると認める者

２ 前項第 5 号に該当する者であって、協議会の構成員でないものは、自己を

協議会の構成員として加えるよう協議会に申し出ることができる。この場

合においては、協議会は、正当な理由がある場合を除き、当該申出を拒むこ

とができない。

３ 前項の申出により協議会の構成員となった者は、第１項第 5 号に規定する

者でなくなったとき、又はなくなったと認められるときは、協議会を脱会す

るものとする。
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第８条を次のように改める。

（会長及び副会長）

第８条 会長は、堺まちづくり株式会社の代表取締役をもって充てる。

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

３ 副会長は、会長が指名する者をもって充てる。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会

長の職務を代理する。

第１４条を次のように改める。

（事務局）

第１４条 協議会の事務を処理するため、事務局を置く。

２ 事務局の運営に必要な事項は、堺まちづくり株式会社が処理する。

第１８条を次のように改める。

（解散の場合の措置）

第１８条 協議会が解散した場合においては、協議会の収支は、解散の日をもっ

て打ち切り、堺まちづくり株式会社がこれを決算する。

附  則

この規定は、平成３１年４月１日から施行する。
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（根拠規定）

○中心市街地の活性化に関する法律 第十五条（抜粋）

（中心市街地活性化協議会）

第九条第一項の規定により市町村が作成しようとする基本計画並びに認定基本計画及び

その実施に関し必要な事項その他中心市街地の活性化の総合的かつ一体的な推進に関し

必要な事項について協議するため、第一号及び第二号に掲げる者は、中心市街地ごとに、

協議により規約を定め、共同で中心市街地活性化協議会（以下「協議会」という。）を組

織することができる。

一 当該中心市街地における都市機能の増進を総合的に推進するための調整を図るのに

ふさわしい者として次に掲げるもののうちいずれか一以上の者

イ 中心市街地整備推進機構（第六十一条第一項の規定により指定された中心市街地

整備推進機構をいう。次条、第十八条及び第十九条において同じ。）

ロ 良好な市街地を形成するためのまちづくりの推進を図る事業活動を行うことを目

的として設立された会社であって政令で定める要件に該当するもの

二 当該中心市街地における経済活力の向上を総合的に推進するための調整を図るのに

ふさわしい者として次に掲げるもののうちいずれか一以上の者

イ 当該中心市街地の区域をその地区とする商工会又は商工会議所

ロ 商業等の活性化を図る事業活動を行うことを目的として設立された一般社団法人

等又は特定会社であって政令で定める要件に該当するもの

○中心市街地の活性化に関する法律施行令 第六条（抜粋）

（中心市街地活性化協議会を組織することができる者の要件）

法第十五条第一項第一号ロに規定する会社についての政令で定める要件は、当該会社が

株式会社である場合にあっては総株主の議決権に占める市町村（組織しようとする中心

市街地活性化協議会に係る中心市街地をその区域に含む市町村をいう。以下この条にお

いて同じ。）の有する議決権の割合が百分の三以上であること、持分会社である場合にあ

ってはその社員のうちに市町村があることとする。
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堺市中心市街地活性化協議会規約（新旧対照表）

旧 新

（協議会の設置）

第１条 中心市街地整備推進機構（堺

市住宅供給公社）及び堺商工会議所

は、中心市街地の活性化に関する法

律（平成１０年法律第９２号。以下

「法」という。）第１５条第１項の規

定に基づき、共同で中心市街地活性

化協議会を設置する。

（協議会の事務所）

第５条 協議会の事務所は、堺市堺区

中瓦町１丁４番２１号堺市住宅供給

公社内に置く。

（協議会の構成員）

第６条 協議会は、次の者をもって構

成する。

(1) 中心市街地整備推進機構（堺

市住宅供給公社）

(2) 堺商工会議所

(3) 堺市

(4) 法第１５条第４項 第１号及

び第２号に規定する者

(5) 前各号に掲げるもののほか、

協議会において特に必要があ

ると認める者

２ 前項第４号に該当する者であっ

て、協議会の構成員でないものは、

自己を協議会の構成員として加え

るよう協議会に申し出ることがで

きる。この場合においては、協議

（協議会の設置）

第１条 中心市街地整備推進機構（堺

市住宅供給公社）、堺まちづくり株式

会社及び堺商工会議所は、中心市街

地の活性化に関する法律（平成１０

年法律第９２号。以下「法」という。）

第１５条第１項の規定に基づき、共

同で中心市街地活性化協議会を設置

する。

（協議会の事務所）

第５条 協議会の事務所は、堺市堺区

中瓦町２丁３番１８号堺まちづくり

株式会社内に置く。

（協議会の構成員）

第６条 協議会は、次の者をもって構

成する。

(1) 中心市街地整備推進機構（堺

市住宅供給公社）

(2) 堺まちづくり株式会社

(3) 堺商工会議所

(4) 堺市

(5) 法第１５条第４項 第１号及

び第２号に規定する者

  (6)前各号に掲げるもののほか、協

議会において特に必要がある

と認める者

２ 前項第５号に該当する者であっ

て、協議会の構成員でないものは、

自己を協議会の構成員として加え

るよう協議会に申し出ることがで

きる。この場合においては、協議
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会は、正当な理由がある場合を除

き、当該申出を拒むことができな

い。

３ 前項の申出により協議会の構成員

となった者は、第１項第４号に規

定する者でなくなったとき、又は

なくなったと認められるときは、

協議会を脱会するものとする。

（会長及び副会長）

第８条 会長は、堺市住宅供給公社の

理事長をもって充てる。

２ 会長は、会務を総理し、協議会を

代表する。

３ 副会長は、会長が指名する者をも

って充てる。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に

事故あるとき又は会長が欠けたと

きは、会長の職務を代理する。

（事務局）

第１４条 協議会の事務を処理するた

め、事務局を置く。

２ 事務局の運営に必要な事項は、堺

市住宅供給公社が処理する。

（解散の場合の措置）

第１８条 協議会が解散した場合にお

いては、協議会の収支は、解散の

日をもって打ち切り、堺市住宅供

給公社がこれを決算する。

会は、正当な理由がある場合を除

き、当該申出を拒むことができな

い。

３ 前項の申出により協議会の構成員

となった者は、第１項第５号に規

定する者でなくなったとき、又は

なくなったと認められるときは、

協議会を脱会するものとする。

（会長及び副会長）

第８条 会長は、堺まちづくり株式会

社の代表取締役をもって充てる。

２ 会長は、会務を総理し、協議会を

代表する。

３ 副会長は、会長が指名する者をも

って充てる。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に

事故あるとき又は会長が欠けたと

きは、会長の職務を代理する。

（事務局）

第１４条 協議会の事務を処理するた

め、事務局を置く。

２ 事務局の運営に必要な事項は、堺

まちづくり株式会社が処理する。

（解散の場合の措置）

第１８条 協議会が解散した場合にお

いては、協議会の収支は、解散の

日をもって打ち切り、堺まちづく

り株式会社がこれを決算する。



堺市中心市街地活性化基本計画の
変更について

平成31年2月1日（金）

①

議 案 第 ２ 号



支援制度名の変更

②

地域・まちなか商業活性化支援事業費補助金
（中心市街地再興戦略事業）のうち

先導的・実証的事業
【経済産業省所管支援措置】

地域まちなか活性化・魅力創出支援事業費補助金
（中心市街地活性化支援事業）のうち

先導的・実証的事業
【経済産業省所管支援措置】

・平成３１年度の活用にあたっては基本計画の変更手続きが必要
・変更申請日までに協議会の意見聴取が必要

平成３１年度～

～平成３０年度

6



変更内容について（支援制度名変更）

事業名、内容
及び実施時期

実施主体 位置づけ及び必要性
支援措置の内容
及び実施時期

業名：ガシ横エ
リアを核とした
堺東商店街活
性化プロジェク
ト

（以下略）

堺東駅前・
堺東商店
街商業協
同組合、

堺銀座南
商店街、

民間事業
者

テナントミックス事業に伴う施設リニューア
ル及び地域の景観を配慮した商業基盤施
設の整備（アーチ、アーケード、ビル壁面
等の改修）などのハード事業を実施する。
また、来街者の回遊を促進するイベントや、
外国人観光客の集客力を高める取組み
などのソフト事業を実施する。
（以下略）

［支援措置］

地域・まちなか商業活性化
支援事業費補助金（中心市
街地再興戦略事業）のうち
先導的・実証的事業

［実施時期］
平成28年度～平成31年度

変更なし 変更なし 変更なし 地域・まちなか商業活性化
支援事業費補助金（中心市
街地再興戦略事業）のうち
先導的・実証的事業
［実施時期］
平成29年度～平成30年度
［支援措置］

地域まちなか活性化・魅力
創出支援事業費補助金（中
心市街地活性化支援事業）
のうち先導的・実証的事業
［実施時期］
平成31年度 ③



変更内容について（支援制度名変更）

事業名、内容
及び実施時期

実施主体 位置づけ及び必要性
支援措置の内容
及び実施時期

事業名：空き店舗
の一時利用事業

（以下略）

商店街、民
間事業者

中心市街地内の事業者、商店街等が、
商店街やその周辺にある空き店舗を借り
出し、或いは、空き店舗所有者と共同し、
若者、女性やシニアなどの創業希望者、
堺市内外の出店希望者などに、空き店舗
を店舗施設として短期で貸し付ける事業
を実施する。
（以下略）

［支援措置］

地域・まちなか商業
活性化支援事業費
補助金（中心市街
地再興戦略事業）
のうち先導的・実証
的事業
［実施時期］
平成30年度～平成
31年度

変更なし 変更なし 変更なし ［支援措置］
地域まちなか活性
化・魅力創出支援
事業費補助金（中
心市街地活性化支
援事業）のうち先
導的・実証的事業

［実施時期］
平成31年度

④7



中心市街地活性化協議会幹事会
（1/10）

中心市街地活性化協議会（2/1）
（協議会への意見聴取）

内閣総理大臣認定（平成31年3月末を予定）

今後の予定

⑤

内閣府へ変更認定申請（2/20頃）
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堺市中心市街地活性化基本計画 新旧対照表（傍線部分は変更箇所）

変  更  後 変  更  前

７．中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業、民間中心市街地商業活性化事業、その他の経済活力の向

上のための事業及び措置に関する事項

［１］略

［２］具体的事業の内容

（１）法に定める特別の措置に関連する事業

   略

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業

事業名、内容及び実施時期 実施主体
中心市街地の活性化を実現する

ための位置付け及び必要性

措置の内容及び

実施時期

その他

の事項

（略） （略） （略） （略） （略）

事業名：ガシ横エリアを核

とした堺東商店街活性化

プロジェクト

内容：堺東の魅力向上につ

ながるハード・ソフトの商

店街活性化事業

実施時期：平成 28 年度～

平成 31 年度

堺東駅前商

店街協同組

合、

堺東商店街

商業協同組

合、

堺銀座南商

店街、

民間事業者

テナントミックス事業に伴う

施設リニューアル及び地域の景

観を配慮した商業基盤施設の整

備（アーチ、アーケード、ビル

壁面等の改修）などのハード事

業を実施する。

また、来街者の回遊を促進す

るイベントや、外国人観光客の

集客力を高める取組みなどのソ

フト事業を実施する。

これら地域ニーズに対応した

堺東の魅力向上につながるハー

ド・ソフトの商店街活性化事業

により、「新たな都市魅力創出

によるまちの顔づくり」「まち

の賑わいにつながる商業の魅力

向上」に資する事業である。

［支援措置］

地域・まちなか

商業活性化支

援事業費補助

金（中心市街地

再興戦略事業）

の う ち 先 導

的・実証的事業

［実施時期］

平成 29 年度～

平成 30 年度

［支援措置］

地域まちなか

活性化・魅力創

出支援事業費

補助金（中心市

街地活性化支

援事業）のうち

先導的・実証的

事業

［実施時期］

平成 31 年度

事業名：空き店舗の一時利

用事業

内容：中心市街地の魅力向

上につながる空き店舗対

策事業

実施時期：平成 30 年度～

商店街、民間

事業者

中心市街地内の事業者、商店

街等が、商店街やその周辺にあ

る空き店舗を借り出し、或いは、

空き店舗所有者と共同し、若者、

女性やシニアなどの創業希望

者、堺市内外の出店希望者など

に、空き店舗を店舗施設として

短期で貸し付ける事業を実施す

［支援措置］

地域まちなか

活性化・魅力創

出支援事業費

補助金（中心市

街地活性化支

援事業）のうち

先導的・実証的

７．中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業、民間中心市街地商業活性化事業、その他の経済活力の向上の

ための事業及び措置に関する事項

［１］略

［２］具体的事業の内容

（１）法に定める特別の措置に関連する事業

   略

（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業

事業名、内容及び実施時期 実施主体
中心市街地の活性化を実現する

ための位置付け及び必要性

措置の内容及び

実施時期

その他

の事項

（略） （略） （略） （略） （略）

事業名：ガシ横エリアを核

とした堺東商店街活性化

プロジェクト

内容：堺東の魅力向上につ

ながるハード・ソフトの商

店街活性化事業

実施時期：平成 28 年度～

平成 31 年度

堺東駅前商

店街協同組

合、

堺東商店街

商業協同組

合、

堺銀座南商

店街、

民間事業者

テナントミックス事業に伴う

施設リニューアル及び地域の景

観を配慮した商業基盤施設の整

備（アーチ、アーケード、ビル

壁面等の改修）などのハード事

業を実施する。

また、来街者の回遊を促進す

るイベントや、外国人観光客の

集客力を高める取組みなどのソ

フト事業を実施する。

これら地域ニーズに対応した

堺東の魅力向上につながるハー

ド・ソフトの商店街活性化事業

により、「新たな都市魅力創出

によるまちの顔づくり」「まち

の賑わいにつながる商業の魅力

向上」に資する事業である。

［支援措置］

地域・まちなか

商業活性化支

援事業費補助

金（中心市街地

再興戦略事業）

の う ち 先 導

的・実証的事業

［実施時期］

平成 28 年度～

平成 31 年度

新規追加

事業名：空き店舗の一時利

用事業

内容：中心市街地の魅力向

上につながる空き店舗対

策事業

実施時期：平成 30 年度～

商店街、民間

事業者

中心市街地内の事業者、商店

街等が、商店街やその周辺にあ

る空き店舗を借り出し、或いは、

空き店舗所有者と共同し、若者、

女性やシニアなどの創業希望

者、堺市内外の出店希望者など

に、空き店舗を店舗施設として

短期で貸し付ける事業を実施す

［支援措置］

地域・まちなか

商業活性化支

援事業費補助

金（中心市街地

再興戦略事業）

の う ち 先 導

的・実証的事業
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平成 31 年度 る。

空き店舗の流動化、及び、創

業者等の支援により、商店街並

びに中心市街地の活性化を図

る。「まちの賑わいにつながる

商業の魅力向上」に資する事業

である。

事業

［実施時期］

平成 31 年度

（４）国の支援措置がないその他の事業

事業名、内容及び実施時期 実施主体
中心市街地の活性化を実現する

ための位置付け及び必要性

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期

その他

の事項

（略） （略） （略） （略） （略）

事業名：大小路イルミネー

ション事業

内容：大小路シンボルロー

ドの賑わい創出に向けた

イルミネーションの実施

実施時期：平成 14 年度～

堺市中心市

街地活性化

協議会

中心市街地の冬の景観を演出

し、来街者を増加させ、賑わい

を創出するために実施するもの

であり、平成 28 年度より中心市

街地活性化協議会事業として堺

東イルミネーション事業と一体

的に実施している。

これにより、「まちの賑わい

につながる商業の魅力向上」に

資する事業である。

[支援措置]

中心市街地ま

ちづくり支援

事業補助（市補

助金）

[実施時期]

平成 28 年度～

（略） （略） （略） （略） （略）

８．４から７までに掲げる事業及び措置と一体的に推進する事業に関する事項

［２］具体的事業の内容

（３）中心市街地の活性化に資するそのほかの支援措置に関連する事業

事業名、内容及び実施時期 実施主体
中心市街地の活性化を実現する

ための位置付け及び必要性

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期

その他

の事項

事業名：自転車通行空間の

整備

内容：歩行者の安全を第一

とし、自転車利用者の安全

にも配慮した自転車通行

空間（自転車道や自転車レ

ーン等）を確保

実施時期：平成 26 年度～

堺市 自転車の通行空間の連続性を

確保したネットワークを形成

し、自転車による回遊性や快適

性の向上を図る。

これにより、「楽しく回遊で

きる中心市街地の形成」に資す

る事業である。

［支援措置］

防災・安全交

付金（道路事

業）

[実施時期]

平成 26 年度～

（４）国の支援措置がないその他の事業

事業名、内容及び実施時期 実施主体
中心市街地の活性化を実現する

ための位置付け及び必要性

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期

その他

の事項

（略） （略） （略） （略） （略）

事業名：おでかけ応援バス 南海バス㈱ 高齢者の公共交通利用を促進

平成 31 年度 る。

空き店舗の流動化、及び、創業

者等の支援により、商店街並び

に中心市街地の活性化を図る。

「まちの賑わいにつながる商業

の魅力向上」に資する事業であ

る。

［実施時期］

平成 30 年度～

平成 31 年度

（４）国の支援措置がないその他の事業

事業名、内容及び実施時期 実施主体
中心市街地の活性化を実現する

ための位置付け及び必要性

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期

その他

の事項

（略） （略） （略） （略） （略）

事業名：大小路イルミネー

ション事業

内容：大小路シンボルロー

ドの賑わい創出に向けた

をイルミネーションの実

施

実施時期：平成 14 年度～

堺市中心市

街地活性化

協議会

中心市街地の冬の景観を演出

し、来街者を増加させ、賑わい

を創出するために実施するもの

であり、平成 28 年度より中心市

街地活性化協議会事業として堺

東イルミネーション事業と一体

的に実施している。

これにより、「まちの賑わい

につながる商業の魅力向上」に

資する事業である。

[支援措置]

中心市街地ま

ちづくり支援

事業補助（市補

助金）

[実施時期]

平成 28 年度～

（略） （略） （略） （略） （略）

８．４から７までに掲げる事業及び措置と一体的に推進する事業に関する事項

［２］具体的事業の内容

（３）中心市街地の活性化に資するそのほかの支援措置に関連する事業

事業名、内容及び実施時期 実施主体
中心市街地の活性化を実現する

ための位置付け及び必要性

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期

その他

の事項

（４）から移設

（４）国の支援措置がないその他の事業

事業名、内容及び実施時期 実施主体
中心市街地の活性化を実現する

ための位置付け及び必要性

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期

その他

の事項

（略） （略） （略） （略） （略）

事業名：おでかけ応援バス 南海バス㈱ 高齢者の公共交通利用を促進
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内容：高齢者のバス運賃割

引

実施時期：平成 16 年度～

近鉄バス㈱ するため、満 65 歳以上の堺市民

の方が、全ての曜日に、南海バ

ス・近鉄バス（乗車・降車のい

ずれかが堺市内の場合）を 1 乗

車 100 円で利用可能とすること

により、「楽しく回遊できる中

心市街地の形成」に資する事業

である。

事業名：阪堺線高齢者運賃

割引

内容：高齢者の阪堺線運賃

割引に対する補助

実施時期：平成 22 年度～

阪堺電気軌

道㈱

高齢者の公共交通利用を促進

するため、満 65 歳以上の堺市民

の方が、全ての曜日に、阪堺線

（乗車・降車のいずれかが堺市

内の場合）を 1 乗車 100 円で利

用可能とすることにより、「楽

しく回遊できる中心市街地の形

成」に資する事業である。

[支援措置]

堺市路面電車

利用促進補助

金（市補助）

[実施時期]

平成 22 年度～

（略） （略） （略） （略） （略）

（３）に移設

（略） （略） （略） （略） （略）

内容：高齢者のバス運賃割

引

実施時期：平成 16 年度～

近鉄バス㈱ するため、満 65 歳以上の堺市民

の方が、全ての曜日（年間利用

可能日数は 240 日）に、南海バ

ス・近鉄バス（乗車・降車のい

ずれかが堺市内の場合）を 1 乗

車 100 円で利用可能とすること

により、「楽しく回遊できる中

心市街地の形成」に資する事業

である。

事業名：阪堺線高齢者運賃

割引

内容：高齢者の阪堺線運賃

割引に対する補助

実施時期：平成 22 年度～

阪堺電気軌

道㈱

高齢者の公共交通利用を促進

するため、満 65 歳以上の堺市民

の方が、全ての曜日（年間利用

可能日は 240 日）に、阪堺線（乗

車・降車のいずれかが堺市内の

場合）を 1 乗車 100 円で利用可

能とすることにより、「楽しく

回遊できる中心市街地の形成」

に資する事業である。

[支援措置]

堺市路面電車

利用促進補助

金（市補助）

[実施時期]

平成 22 年度～

（略） （略） （略） （略） （略）

事業名：自転車通行空間の

整備

内容：歩行者の安全を第一

とし、自転車利用者の安全

にも配慮した自転車通行

空間（自転車道や自転車レ

ーン等）を確保

実施時期：平成 26 年度～

堺市 自転車の通行空間の連続性を

確保したネットワークを形成

し、自転車による回遊性や快適

性の向上を図る。

これにより、「楽しく回遊で

きる中心市街地の形成」に資す

る事業である。

（略） （略） （略） （略） （略）



                          平成 31年 2月 1日

堺市長 竹山 修身 様

                     堺市中心市街地活性化協議会

                          会長 島田 憲明

「堺市中心市街地活性化基本計画（変更案）」に対する意見書

中心市街地の活性化に関する法律第 15条第 9項の規定にもとづき、堺市中心市街地

活性化基本計画（変更案）に対する意見書を提出いたします。

（意見）

堺市中心市街地活性化基本計画（変更案）（以下「基本計画案」という。）は、支援

メニューの名称変更等に伴う軽微な変更を行うものであり、妥当である。



報告事項資料



１

報告事項 第１号

堺市中心市街地活性化協議会幹事会規程の一部改正について

堺市中心市街地活性化協議会幹事会規程の一部を次のように改正する。

第４条を次のように改める。

（幹事長及び副幹事長）

第４条 幹事長は、堺まちづくり株式会社事務局長をもって充てる。

２ 副幹事長は、幹事長が指名する者をもって充てる。

３ 副幹事長は幹事長を補佐し、幹事長に事故あるとき又は幹事長が欠けたとき

は、その職務を代理する。

附  則

この規定は、平成３１年４月１日から施行する。



2

堺市中心市街地活性化協議会幹事会規程（新旧対照表）

旧 新

（幹事長及び副幹事長）

第４条 幹事長は、堺市住宅供給公

社常務理事をもって充てる。常務理

事が欠けた場合は、事務局長をもっ

て充てる。

２ 副幹事長は、幹事長が指名する者

をもって充てる。

３ 副幹事長は幹事長を補佐し、幹事

長に事故あるとき又は幹事長が

欠けたときは、その職務を代理す

る。

（幹事長及び副幹事長）

第４条 幹事長は、堺まちづくり株

式会社事務局長をもって充てる。

２ 副幹事長は、幹事長が指名する者

をもって充てる。

３ 副幹事長は幹事長を補佐し、幹事

長に事故あるとき又は幹事長が

欠けたときは、その職務を代理す

る。



３

報告事項 第２号

堺市中心市街地活性化協議会幹事会幹事の指名について

堺市中心市街地活性化協議会幹事会規程 第５条により、下記の者を堺市中心市街

地活性化協議会幹事会幹事に指名する。

記

１．地域自治会として、

三国丘自治連合会 会  長   早川 弘

以上

（根拠規程）

  幹事会規程 第５条

   幹事は、会長が指名する者をもって充てる。



参 考 資 料



参考資料１

氏　　名 所　　属　・　役　職　等 備　　考

中心市街地整備推進機構（堺市住宅供給公社） 共同設置者

理事長 (会長)

堺商工会議所 共同設置者

専務理事 （副会長）

堺市商店連合会

会長

堺区自治連合協議会

会長

堺市消費生活協議会

会長

大小路界隈『夢』倶楽部

代表幹事

堺東駅南地区再開発株式会社

代表取締役

南海電気鉄道株式会社

営業推進室　なんば・まち創造部長

南海バス株式会社

取締役企画部長

阪堺電気軌道株式会社

常務取締役 総務部長

堺ホテル協会

東横ＩＮＮ堺東駅 支配人

関西電力株式会社　大阪南営業部

ビジネス営業グループ マネージャー

大阪ガス株式会社

南部地区 支配人

株式会社 日本政策金融公庫 堺支店

国民生活事業統轄

国土交通省近畿地方整備局

営繕部 営繕調査官

堺まちづくり株式会社

代表取締役

堺市文化観光局

局長

堺市産業振興局

局長

堺市建築都市局

局長

堺市建設局

局長

大阪ガス株式会社

監 南部地区 副支配人

事 堺市建築都市局 住宅部 住宅まちづくり課

課長

大阪府堺警察署

オ 署長

ブ 一般財団法人 民間都市開発推進機構

ザ 企画部 調査計画課長 兼 中心市街地活性化支援室

｜ 独立行政法人 中小企業基盤整備機構 近畿本部

バ 経営支援部地域振興課 課長

｜ 独立行政法人 都市再生機構 西日本支社

都市再生業務部 市街地整備課長

まちづくり組織

員

商業者

地域代表者

消費者

交通事業者

交通事業者松平　康一

松本　隆信

山村　　功

土井　　隆

二上　 　始 再開発事業者

奥野　圭作 まちづくり組織

堺市中心市街地活性化協議会名簿

平成３０年６月２２日現在（敬称略）

委

関係省庁

堺市

地域経済

地域経済

地域経済

観光事業者

交通事業者

和田　 真治

島田　憲明

野口　徹

辰野　邦次

久保　照男

山口　典子

関係機関

関係機関

関係機関

関係機関

堺市

堺市

地域経済

堺市

堺市

小池　裕子

花野　健治

中辻　益治

杉本　浩一

髙下　伸太朗

大橋　正和

三本　泰明

窪園　伸一

宮前　　誠

出原　マドカ

上田　典生

福岡　芳明

根耒　義将

隈元　英輔

 １



参考資料２

氏　　名 所　　属　・　役　職　等 備　　考

堺まちづくり株式会社 共同設置者

代表取締役 (会長)

中心市街地整備推進機構（堺市住宅供給公社） 共同設置者

理事長 （副会長）

堺商工会議所 共同設置者

専務理事 （副会長）

堺市商店連合会

会長

堺区自治連合協議会

会長

堺市消費生活協議会

会長

大小路界隈『夢』倶楽部

代表幹事

堺東駅南地区再開発株式会社

代表取締役

南海電気鉄道株式会社

営業推進室　なんば・まち創造部長

南海バス株式会社

取締役企画部長

阪堺電気軌道株式会社

常務取締役 総務部長

堺ホテル協会

東横ＩＮＮ堺東駅 支配人

関西電力株式会社　大阪南営業部

ビジネス営業グループ マネージャー

大阪ガス株式会社

南部地区 支配人

株式会社 日本政策金融公庫 堺支店

国民生活事業統轄

国土交通省近畿地方整備局

営繕部 営繕調査官

堺市文化観光局

局長

堺市産業振興局

局長

堺市建築都市局

局長

堺市建設局

局長

大阪ガス株式会社

監 南部地区 副支配人

事 堺市建築都市局 住宅部 住宅まちづくり課

課長

大阪府堺警察署

オ 署長

ブ 一般財団法人 民間都市開発推進機構

ザ 企画部 調査計画課長 兼 中心市街地活性化支援室

｜ 独立行政法人 中小企業基盤整備機構 近畿本部

バ 経営支援部地域振興課 課長

｜ 独立行政法人 都市再生機構 西日本支社

都市再生業務部 市街地整備課長

隈元　英輔

宮前　　誠

出原　マドカ

上田　典生

福岡　芳明

根耒　義将

小池　裕子

花野　健治

中辻　益治

杉本　浩一

髙下　伸太朗

大橋　正和

三本　泰明

窪園　伸一

関係機関

関係機関

関係機関

関係機関

堺市

堺市

地域経済

堺市

堺市

堺市中心市街地活性化協議会名簿（予定）

平成３１年４月１日現在（敬称略）　※ただし委員名等は2月1日現在の名称としています。

委

関係省庁

堺市

地域経済

地域経済

地域経済

観光事業者

交通事業者

和田　 真治

島田　憲明

野口　徹

辰野　邦次

久保　照男

山口　典子

員

商業者

地域代表者

消費者

交通事業者

交通事業者松平　康一

松本　隆信

山村　　功

土井　　隆

二上　 　始 再開発事業者

奥野　圭作 まちづくり組織

 ２



参考資料３

３

堺市中心市街地活性化協議会規約
平成３１年２月１日改正

（協議会の設置）

第１条 中心市街地整備推進機構（堺市住宅供給公社）、堺まちづくり株式会社及び堺商

工会議所は、中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号。以下「法」

という。）第１５条第１項の規定に基づき、共同で中心市街地活性化協議会を設置する。

（名 称）

第２条 前条に規定する中心市街地活性化協議会は、堺市中心市街地活性化協議会（以

下「協議会」という。）と称する。

（目 的）

第３条 協議会は、堺市の中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総

合的かつ一体的に推進するため、堺市が作成する中心市街地活性化基本計画、並びに

認定基本計画の実施に関し、必要な事項を協議し、その実施に寄与することを目的と

する。

(活 動)

第４条 協議会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。

(1) 堺市が作成する中心市街地活性化基本計画及び認定基本計画並びにその実施に

関し、必要な事項についての意見提出

(2) 中心市街地の活性化に関する事業の総合調整

(3) 中心市街地の活性化に関する関係者相互の意見及び情報交換

(4) 中心市街地の活性化に寄与する調査研究の実施

(5) 中心市街地の活性化のための研修会等の実施

(6) 中心市街地の活性化に係る事業に関すること

(7) その他中心市街地の活性化に関すること

（協議会の事務所）

第５条 協議会の事務所は、堺市堺区中瓦町２丁３番１８号堺まちづくり株式会社内に

置く。

（協議会の構成員）
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第６条 協議会は、次の者をもって構成する。

(1)中心市街地整備推進機構（堺市住宅供給公社）

(2) 堺まちづくり株式会社

(3) 堺商工会議所

(4) 堺市

(5) 法第１５条第４項 第１号及び第２号に規定する者

(6) 前各号に掲げるもののほか、協議会において特に必要があると認める者

２ 前項第 5号に該当する者であって、協議会の構成員でないものは、自己を協議会の

構成員として加えるよう協議会に申し出ることができる。この場合においては、協議

会は、正当な理由がある場合を除き、当該申出を拒むことができない。

３ 前項の申出により協議会の構成員となった者は、第１項第5号に規定する者でなく

なったとき、又はなくなったと認められるときは、協議会を脱会するものとする。

（協議会の組織）

第７条 協議会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。

（会長及び副会長）

第８条 会長は、堺まちづくり株式会社の代表取締役をもって充てる。

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

３ 副会長は、会長が指名する者をもって充てる。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会長の職

務を代理する。

（委 員）

第９条 委員は、第６条各号に掲げる者が指名する者をもって充てる。

２ 委員が所属等の異動等により交代した場合は、その職に該当する者が委員の職を引

き継ぐものとする。

（会 議）

第１０条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。

２ 会長は、会議を招集するときは、会議の開催場所及び日時並びに会議に付すべき事

項をあらかじめ委員に通知しなければならない。

３ 会長は、会議の議長となる。

４ 会議は、代理出席を合わせて半数以上の出席をもって成立し、その議決については
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出席者の過半数の同意を必要とする。

５ 会議の決議において、可否同数のときは、議長がこれを決する。

（書面表決等）

第１１条 やむを得ない理由のため、会議に出席できない委員は、あらかじめ通知され

た事項について、書面をもって表決することができる。この場合において、その委員

は会議に出席したものとみなす。

２ 会長は、緊急を要する事項または簡易な事項については、書面により各委員の賛否

を求めて会議の議決に代えることができる。

（協議結果の尊重）

第１２条 協議会の構成員は、会議において協議が整った事項について、その協議結果

を尊重しなければならない。

（幹事会の設置）

第１３条 法第９条第２項各号に掲げる事項について必要な協議又は調整を行うため、

幹事会を置くことができる。

２ 幹事会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。

（事務局）

第１４条 協議会の事務を処理するため、事務局を置く。

２ 事務局の運営に必要な事項は、堺まちづくり株式会社が処理する。

（経費の負担）

第１５条 協議会の運営に要する経費は、協議会の予算の定めるところにより、負担金、

補助金、繰越金その他の収入により負担するものとする。

（協議会の監査）

第１６条 協議会の出納を監査するため、監事２名を置く。

２ 監事は、会長が指名する者をもって充てる。

３ 監事は、第１項に規定する監査を行ったときは、その結果を会長に報告しなければ

ならない。


